
1 は じ め に

真空管は，気密容器内で電子，イオンが運動すること
により能動・受動作用する電子デバイスである． 1883

年，エジソンによる熱電子放出現象，いわゆるエジソン
効果の発見，1897 年，ブラウンによるブラウン管の発明，
同年のトムソンによる電子の比電荷測定と電子の発見，
1904 年，フレミングによる二極真空管の発明，1906 年，
ド・フォレストによる三極真空管の発明， 1920 年，バ
ルクハウゼンとクルツによるバルクハウゼン・クルツ振
動（BK振動）の発見とマイクロ波管の発明等， 19 世
紀末 20 世紀における物理学・電子工学上の重要な発
明・発見により真空管は誕生した．エレクトロニクス誕
生・発展の基盤となり，半導体デバイスとともに，現代
の高度情報通信社会の形成に多大な貢献をした．しかし，
熱陰極電子源の熱拡散の影響のため，多数の電子源を集
積化・小形化することができず，コンピュータのような
多数電子回路を集積した複雑な電子デバイスをはじめ，
ほとんどの電子デバイスが， 1960 年代から半導体デバ
イスに急速に置き換えられていった．一方，真空管には，
電子速度が速い，高絶縁耐圧・大電流密度が得られる，
耐温度・耐放射線性等が高いなどの，半導体を凌駕する
利点がある．そのため， 1970 年代に入り，半導体加工
技術などを用いて，熱陰極ではなく，冷陰極，主に，電
界放出陰極を用いて熱拡散を克服し，サブミクロン ミ
クロンサイズの多数の微小な冷陰極を集積化した電界放
出陰極アレー（FEA ： Field Emission Array）が誕生し
た（ ）．近年では，次世代平面ディスプレイとして注目さ

れるフィールドエミッションディスプレイ（FED ：
Field Emission Display）（ ），水銀を用いず環境汚染がな
く，平面・異形光源作製可能な一般照明用及び液晶ディ
スプレイのバックライト用フィールドエミッションラン
プ（FEL ： Field Emission Lamp）（ ）（ ），環境・エネル
ギー問題の高まりとともに注目される真空ナノパワース
イッチングデバイス（ ），耐環境性を生かした宇宙デバイ
ス（ ）などの研究開発に用いられ，真空ナノエレクトロニ
クスといわれる分野が創成された．従来の熱陰極真空管
も，大電流密度 大電力の特長を生かして，核融合・放
送・通信用進行波管，高周波加熱用マグネトロンなどと
して現在も活躍している．本稿では，急速に進展する真
空ナノエレクトロニクス，特に，初期より最大の研究開
発テーマとなってきた FEDを中心に，その現状と課題，
最近の研究開発状況並びに進行波管，マグネトロンなど
の技術進展等について述べる．

2 真空ナノエレクトロニクスの概要と
基本原理

真空ナノエレクトロニクスでは，前述のとおり，熱陰
極の代わりに電界放出陰極アレー（FEA）に高真空中で
高電界を印加して，量子力学的なトンネル効果により電
子を引き出す．その基本構造を図 1 に示す．高電界を印
加し，エミッタ先端の電界強度が 106 107V cm程度に
なると，図 2 に示すように表面のポテンシャル障壁層が
約 10nm以下と薄くなり，エミッタ内の電子がこの障壁
層を， Fowler と Nordheim により定式化された量子力
学的トンネル効果により透過し真空中に放出される．主
に次の利点が用いられる．

（１） 格子散乱による電子の速度低下がなく，原理的
には光速まで加速可能で， 26V の加速電圧で
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も光速の十分の一に達する．
（２） 主要キャリヤが電子だけであり，デバイス設計

が容易．
（３） 電磁気学的収束・偏向などにより，電子ビーム

を容易に制御可能．
（４） 真空は，高い絶縁耐圧性を持つとともに格子散

乱などによるエネルギー損失がなく，高効率動
作が可能．

（５） 金属・絶縁体のみで構成することが可能なた
め，耐温度・耐放射線性に優れる．

（６） フェルミレベル近傍から真空へ放出されるため
電子のエネルギーがそろっている．

（７） 構造・材料自由度が高く， MEMS 技術等を用
いて高機能デバイス創造が期待できる．

前記（１）（３）並びに（６）から，超高速・電子ビー
ムデバイス，また，（４）から， 5 階建てビルディング
の高さにもなる現在の電力変換設備の大きさを約 1 100

に，すなわち，直径約 1m，高さ数十 cmの大きさにま
で小形化を可能とする筆者提案の真空ナノパワースイッ
チングデバイス（ ），更に，（５）及び（７）より，高温，
高放射線等の極限環境下でも利用可能な宇宙デバイス（ ）

等への応用が研究されてきた．しかし，初期より研究開
発の中心を担ってきたデバイスは FEDである．真空ナ
ノエレクトロニクスの主な研究課題は，（１）高効率・
高信頼性 FEA に関する課題，（a）破壊，電流変動が少
なく，均一に電界電子放出する FEA 開発，（b）大面積
で低価格の FEA 実現，（c）デバイス仕様を満たす電界
放出電流が得られる FEA，（２）真空きょう体・スペー
サに関する課題，（３）低加速電圧・高輝度蛍光体材料
の開発などに大別される．最大の課題は，（１）であり，
高効率・高信頼性安定動作の FEA 及びそれらを用いた
FEDに，研究開発の大部分が集約されてきた．

3 フィールドエミッションディスプレイ

3 1 FED の構成と基本原理

FED では，電界放出電子を陽極─陰極間に印加した
電圧で加速し，陽極上の RGB蛍光体画素を逐次発光さ
せて画像を表示する．代表的な FEDの構成を図 3 に示
す． CRT （Cathode Ray Tube，陰極線管）に比べて高
精細性，高輝度性の点で優れる． FEDの特長は，（１）
自発光形であり，広視野角，（２）高速応答が可能（ s

オーダ）で，残像のない滑らかな動画像が得られる，（３）
耐環境性に優れる，（４）高輝度，高精細，（５）画像ひ

図 1 電界放出陰極アレー（FEA）の基本構造

図 2 電界電子放出のエネルギーバンド図

図 3 FED の基本構成



ずみが少ない，（６）低消費電力，（７）バックライトに
よる漏れ光やプラズマ維持の予備放電による発光がない
ため，純粋な黒表示が容易，（８）ピーク輝度も高く 10

万対 1 以上の高コントラスト，（９）低輝度でも色度点
が変化せず色再現性が良好，（ ）「ホールド型表示」の
LCD，有機 EL 等とは異なり， FED は一瞬発光して直
ちに消えるインパルス型表示のため輪郭ぼやけがない，
などが挙げられる．

3 2 回転蒸着法（Spindt 法） FEAを用いた FED

FEA には，大別して，縦形構造と横形構造の 2 種類
ある．縦形構造の一種である回転蒸着法（Spindt 法）
FEA（ ）は，世界最初の FED（ ）に用いられ，大部分の
FED は回転蒸着法 FEA を用いている．エミッタの破
壊・電界電子放出特性の不均一性・非安定性・劣化，更
にはステッパ等の使用による高コスト，また，大面積化

が困難という課題があるが，図 4 に示す構造の 11.3 イ
ンチ， VGA，フルカラーの FEDが発表された（ ）．加速
電圧を 3kV に増加させ，発光効率の高い蛍光体の使用
を可能とし，輝度 350cd m，消費電力 11W の FEDを
実現した．車載モニタとして， 600cd m，消費電力 4W

の 3 インチ FEDの量産化（ ）．また，図 5 に示す 3kV 加
速で400cd m の 14.4 インチFEDも発表された（ ）．更に，
2008 年，エミッタ基底部直径を約 130nmと小さくした
Spindt 型 FEA を用いて， 240Hz 高速駆動が可能で動画
像ぼけのない， 400cd m の放送局モニタ用高画質 19.2

インチ FEDが発表されるまでに至った（ ）．

3 3 新しい FEAを用いた FED

回転蒸着法 FEA の場合には，エミッタの先鋭性・均
一性などが課題であり， 20 60 インチサイズのプロト
タイプも発表されていない．近年では，均一性・再現性
に優れた低電圧駆動の先鋭エミッタが得られ，大面積化
も可能な転写モールド法FEA 及び，それを発展させ，真
空プロセス不要，大面積で，ナノメートルオーダの先鋭
度が得られる金型転写モールド法が発表された（ ）（ ）．
真空ナノデバイスの実現に重要な，ナノメートルオーダ
で任意にエミッタ先端曲率半径を変化させ，駆動電圧を
任意に制御することも可能になった（ ）．カーボンナノ
チューブ（CNT） FEA は，化学的に安定で，低真空動
作が期待されるため，研究が激増している（ ）（ ）．長さ
が 10 mを越え，直径が 5 50nmと小さく，低電圧駆
動が期待される．図 6 に示す高解像度のキャラクタディ
スプレイ用 FED（ ）が開発された．また，筆者らが発表
した FEL 用高輝度緑色発光蛍光体 SrGa S：Eu（ ）を，従
来のブラウン管用緑色発光蛍光体 ZnS：Cu，Al の代わり
に用いた FEDが発表され（ ）， cd m， lm W の
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図 4 回転蒸着法エミッタを用いた 11.3 インチ FED のパネル構造

図 5 回転蒸着法エミッタを用いた 14.4 インチ FED
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高効率を得た．有望な FEDの一つであるが，発光が不
均一で，CNT の破壊もあり，高効率・安定CNTFEA 作
製法，大面積・低価格化等が，今後の CNTFEDの課題
である．
横形構造では， Surface conduction Electron emitter

Display （SED，表面伝導エミッタ形ディスプレイ）があ
る（ ）（ ）．図 7 に示すように，粒径 5 10nmの超微粒
子酸化パラジウム薄膜に，通電溶融による裂け目（ギャッ
プ：ナノメートルオーダ）を生じさせ，エミッタ及びゲー
トとして用いて電子を引き出し，約 10kV をアノードに
印加， 450cd m，コントラスト 10 万：1，55 インチフ
ル HD（1,920 × 1,080 画素）のプロトタイプを試作し
ている（ ）．印刷法で形成できるため，大画面 FED形成
に向き低コスト等，様々な利点を持っている．
自発光で広視野角，低消費電力で，高精細，小 大画
面まで作製可能，また，広い動作温度領域を持つ FEDは，
次世代平面ディスプレイとして高いポテンシャルを持っ
ている．解決すべき技術課題は数多くあるが， FEDの
量産も開始された．高度情報化社会を担う，高品質ディ
スプレイの実現が期待される．

4 フィールドエミッションランプ（FEL）

FEL は， FEA 基板と蛍光体を塗布したアノード基板
を真空容器中に対向させ，電子を加速して蛍光体を励起

発光させる光源である．その特長は（１）水銀不使用，（２）
平面発光・前面発光が可能で，管形蛍光ランプの実効全
光束が表示全光束よりも大幅に低い（30 70％減）の
に比較して実効全光束と全光束がほぼ等しい，（３）平面，
管形以外の異形光源（曲面等）が可能，（４）温度変化・
湿度に強い，（５）X Yマトリックス形成不要でエミッ
タ欠陥の許容率が高く，低コストなどの特長を持つ．筆
者は，低環境負荷の次世代照明として FELを 1991 年よ
り提唱（ ），研究を開始し，水銀レス光源としては初め
て既存の蛍光ランプと同等の実効発光効率約 40 lm W

を持つ一般照明用プロトタイプを開発した（ ）．また，
高効率発光蛍光体及び局所調光可能な水銀レス面発光光
源も開発し，初めて既存の蛍光ランプを越える液晶バッ
クライト性能を達成した（ ）．ここ数年，韓国，台湾を中
心に FEL研究が急激に活発化している（ ）．

5 マ グ ネ ト ロ ン

マグネトロンは，1921 年に，アルバート・ハルによっ
て発明され，カソードと円筒形アノードを持ち，その管
軸方向に磁界を加えた二極管である． 1927 年に，岡部
金治郎はアノード円筒を分割し，第二種電子振動と呼ば
れる新しい振動を見いだし，現在，広く用いられる多分
割アノード形マグネトロンを開発した．図 8 にマグネト
ロンの基本構成とその原理を示す．中心軸にあるカソー
ドから放出された電子は，磁界によりローレンツ力が働
き曲げられる．磁界を強くすると電子はアノードには到
達せずにトロコイド式軌道を描き，カソード周囲を旋転
しながら周回する．電子は分割電極片に順次電荷を誘導
し，周期とアノード分割片の数に応じた振動数のマイク
ロ波を発生する．第 2 次世界大戦中にレーダの誕生に多
大な貢献をした．1945 年に，マイクロ波により食物（ポッ
プコーン，鶏卵）が加熱されることが発見され， 1953

図 6 高解像度キャラクタディスプレイ用 CNTFED ピクセル
ピッチ： 1.8mm，ディスプレイエリア： 57.6mm× 460.8mm．

図 7 SED の基本構造
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年に電子レンジが実用化された．現在，ほとんどのマグ
ネトロンは電子レンジ用である．出力効率向上のために
は資源枯渇が懸念される希土類磁石が必要であったが，
新たな磁気回路設計により従来の磁石でも 1.2 倍の磁
束， 6 の出力効率向上が得られる（ ）など，現在も開発
が進められている．価格完成度が高く，筆者も 1990 年
代前半に検討はしたが，真空ナノエレクトロニクスの応
用はほとんど試みられていない．

6 進 行 波 管

1942 年に，コンフナーは進行波管（TWT ： Travel
ing Wave Tube）を考案し，1947 年に理論が確立された．
図 9 に，進行波管の基本構成とその原理を示す．電子銃
と高周波の移相速度を遅くするらせん遅波回路，電子
ビームを遅波回路全長にわたり集束させる電子ビーム集
束磁界，及び集電極で構成される．電子銃から放出され
た電子ビームの速度が，同方向に進むらせん遅波回路に
より減速された電磁波の速度とほぼ等しい場合に，電子
ビームと電磁波間に生じる相互作用を利用してマイクロ
波を増幅する．通信・放送用，特に衛星通信用，レーダ
用として用いられた．省エネルギー，立ち上げ時間の低
減，小形化が得られるため，真空ナノエレクトロニクス

の応用が開始され，周波数 11.5GHz で出力 28.2W，効
率約 10％（ ）や，周波数 4GHz で出力 45W，効率 25％（ ）

の進行波管が試作されている．

7 お わ り に

真空管は，エレクトロニクス誕生・発展の基盤となり，
現代の高度情報通信社会を形成した．熱陰極を用いた従
来の真空管は，大部分が半導体デバイスに置き換えられ，
代表的な真空管であるブラウン管も姿を消しつつある．
しかし，半導体デバイスでは困難な高出力電子デバイス
では，マグネトロンや進行波管などが現在も活躍してい
る．一方， MEMS 技術などを利用し，集積化・小形化
の障害であった熱陰極ではなく冷陰極を用いた真空ナノ
エレクトロニクスが誕生・発展しつつある．高絶縁耐
圧・大電流密度が得られる，耐温度・耐放射線性等が高
いなどの半導体デバイスを凌駕する利点を持ち， 21 世
紀のグリーンエレクトロニクスの発展に多大な貢献をす
ることが期待される．
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図 8 マグネトロンの基本構成とその原理 中心軸のア
ノードから放出された電子は強磁界印加により，ローレンツ
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